
中国総合通信局  平成 25 年度重点施策         別紙  
 

 
1)  どこでもいつでも繋がる IC T 

①  携 帯 電 話 を 山 陽 新 幹 線 ト ン ネ ル 内 （ 三 原 駅 以 西 ） 等 で も 繋 が る よ う に し て い き ま す 。  
②  LTE な ど の 高 速 モ バ イ ル 通 信 の 基 地 局 整 備 に 対 し 迅 速 に 対 応 し て い き ま す 。  
③  光 フ ァ イ バ 網 な ど の 超 高 速 ブ ロ ー ド バ ン ド 網 の 整 備 を 促 進 し て い き ま す 。  

2)  ICT を活 用した街づくりの支援  
①  「 I C T ス マ ー ト タ ウ ン 」 実 証 プ ロ ジ ェ ク ト （ 公 募 ） に よ り 、 I C T を 活 用 し た 街 づ く り   

を 支 援 し て い き ま す 。  
②  医 療 、介 護 、教 育 な ど の 社 会 的 課 題 の 解 決 に 役 立 つ ICT 活 用 情 報 を 紹 介 し て い き ま す 。  

 
1)  イノベーションの促進  

①  ICT を 活 用 す る ビ ジ ネ ス プ ラ ン を 競 う 発 表 会を 開 催 し 、起 業 を 目 指 す ベ ン チ ャ ー に 対 し 、

販 路 開 拓 、 資 金 調 達 な ど に 役 立 つ 出 会 い の 場 を 提 供 し て い き ま す 。  
②  超 高 速 の 通 信 利 用 環 境 （ JGN-X） の 提 供 や 研 究 開 発 助 成 （ SCOPE） を 通 じ て 、 ICT 分

野 の 研 究 開 発 を 促 進 し て い き ま す 。  
2)  データセンターの地方分散  

法 人 税 の 特 例 措 置 に よ り 、東 京 圏 に 集 中 す る デ ー タ セ ン タ ー を 地 方 分 散 さ せ て 、ICT の

耐 災 害 性 ･信 頼 性 を 向 上 さ せ つ つ 、 地 方 に お け る 設 備 投 資 の 機 会 を 増 や し て い き ま す 。  

 
1)  防災行政無線、消防救急無線の整備促進  

災 害 に 備 え 、中 国 地 域 の 地 方 自 治 体 に お け る 防 災 行 政 無 線 や 消 防 救 急 無 線 の 整 備 を 補 助

し て い き ま す 。 特 に デ ジ タ ル 化 に よ り 耐 災 害 性 を 向 上 さ せ て い き ま す 。  
2)  防災情報通信基盤の整備促進  

災 害 時 に お い て 地 方 自 治 体 が 住 民 に 災 害 情 報 が 素 早 く 、的 確 に 提 供 で き る よ う に す る た

め 、各 種 の 災 害 関 連 情 報 を 集 約・共 有 し 、多 様 な メ デ ィ ア を 通 じ て 一 括 し て 提 供 す る シ

ス テ ム の 整 備 を 補 助 し て い き ま す 。  

3)  通信・放送ネットワークの強靭
じ ん

化促進  
災 害 が 発 生 し て も 地 方 自 治 体 等 の 所 有 す る 地 域 の 公 共 ネ ッ ト ワ ー ク や 、公 共 性 の 高 い 民

間 通 信 事 業 者 の 所 有 す る ネ ッ ト ワ ー ク 、CATV ネ ッ ト ワ ー ク の 遮 断 を 回 避 す る た め 、無

線 に よ る 多 重 化 や 有 線 迂 回 路 等 の 整 備 を 補 助 し て い き ま す 。  
4)  災害対応体制の強化  

①  防 災 情 報 通 信 情 報 の 提 供 や 防 災 合 同訓 練 を 通 じ て 、地 方 自 治 体 や 通 信・放 送 事 業 者 等 と

の 連 携 を 強 化 し て い き ま す 。  
②  災 害 時 に お い て 移 動 通 信 機 器 （ 簡 易 無 線 局 、 MCA 無 線 、 衛 星 携 帯 電 話 ） を 地 方 自 治 体

に 貸 与 し 、災 害 対 策 用 移 動 電 源 車 を 出 動 さ せ て 電 源 供 給 を 行 う こ と に よ り 通 信・放 送 ネ

ッ ト ワ ー ク の 応 急 復 旧 に 協 力 し て い き ま す 。  

 
1)  安心・安全な ICT 利用のための情報提供  

①  イ ン タ ー ネ ッ ト や 携 帯 電 話 、ス マ ホ を 安 心・安 全 に 利 用 す る た め の セ キ ュ リ テ ィ 対 策 情

報 を 、 特 に 青 少 年 向 け に 提 供 し て い き ま す 。  
②  基 準 を 満 た し た 電 波 利 用 の 安 全 性 に つ い て 、 わ か り や す く 説 明 し て い き ま す 。  

2)  電波受信障害の解消  
①  暮 ら し に 関 わ る 電 波 混 信 ・ 障 害 を 速 や か に 探 査 で き る 態 勢 を 強 化 し て い き ま す 。  
②  「 微 弱 と 称 さ れ る 無 線 機 器 」を 試 買 し て 、基 準 を 逸 脱 し て い る 場 合 、販 売 自 粛 を 求 め て

い き ま す 。  

Ⅰ. ICT で便利な暮らしをつくる

Ⅱ. ICT で元気をつくる  

Ⅲ. ICT で命をまもる  

Ⅳ. ICT で安心をまもる  



平成25年度重点施策 
 
 具体的な取り組み 

中国総合通信局 

平成25年4月11日 
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24年12月13日 
補助金交付決定 
（第2玖珂トンネルまで） 
 ↓ 
26年春～ 
   利用開始見込み 

24年9月6日 
補助金交付決定 
（広島駅まで） 
 ↓ 
25年12月頃～ 
   利用開始見込み 

23年11月17日 
補助金交付決定 
（三原駅まで） 
 ↓ 
24年6月26日～ 
   利用開始 

どこでもいつでも繋がるICT                                                               

   ○ 山陽新幹線トンネルエリアの携帯電話エリア化 
       三原駅以西の整備を進めていきます。さらに岩国市以西の区間の整備開始を目指します。 

【電波遮へい対策事業】 
（１） 補助対象事業 
高速道路トンネル等の人工の構造物により、無線局とその通信の相手方である無線局又は無線設備との間の電波が遮へいされることにより
無線通信が行えない場合に、代替する伝送路を開設するために必要な施設を設置する事業 
（２） 補助対象事業の実施主体 
一般社団法人等 
（３） 補助率等 
補助率は2分の１（鉄道トンネルの場合３分の１） 
 

Ⅰ-１）-① 
 



  さらなる高速・ 
  大容量化へ 
（LTEアドバンスドなど） 

○ 高速モバイル通信に対応した周波数割当 
   スマートフォンの急速な普及による通信量の増大に対応すべく、LTEをはじめとする高速モバイ 
   ル通信の普及促進と周波数の割当てを進めます。 

携帯電話（ガラケー） 

スマートフォン（スマホ） 

音楽配信サービス 

動画ストリーミング 

ＳＮＳ・ゲームなど 

通信量増大 コンテンツのリッチ化 

800MHz帯 

1.7GHz帯 

2GHz帯 

700MHz帯 

1.7GHz帯 

2GHz帯 

800MHz帯 

900MHz帯 

1.5GHz帯 

 

① 現行3G周波数のLTE化促進 
② 高速モバイル用（LTE、WiMAX、AXGP） 
   周波数の追加割当て・基地局増設 

対策 

・700MHz帯、900MHz帯、1.5GHz帯の追加 
 

・1.7GHz帯の拡張 
 

・2.5GHz帯でのWiMAX・AXGPの展開 

3G世代 

LTE世代 

2.5GHz帯 

どこでもいつでも繋がるICT                                                               Ⅰ-１）-② 
 



○ 超高速ブロードバンド網の整備促進 
   過疎地・離島等における遠隔医療・遠隔教育をはじめとする超高速ブロードバンドの利活用に向上 
   に資する観点から、その基盤整備を実施する地方公共団体等に対し、事業費の一部を支援します。 
   

＜補助対象＞ 光ファイバーケーブル、光電変換装置、送受信装置、等 
＜補助率＞    地方公共団体等： 1/3、2/3（離島の場合）  

（電気通信事業者の局舎） 

公共施設（学校、医療機関等） 

 
 
 
 
 
 

  
 一般世帯 

超高速ブロードバンド 

（無線も活用） 行政・防災ｾﾝﾀｰ 住民宅 

防災一斉通知、 
行政情報の配信など 

【緊急情報告知システム】 

【在宅高齢者向け健康支援】 
医療機関 

健康福祉センター 

情報共有 

・日々の問診データ 
・テレビ電話健康相談 

・問診 
・健康相談 

・健康相談 

・問診 

超高速ブロード
バンドの利用 高齢者世帯 

超高速ブロード
バンドの利用 

どこでもいつでも繋がるICT                                                               Ⅰ-１）-③ 
 



    

○ ICTスマートタウンの実現  
   災害に強い街づくりの実現、地域コミュニティの再生、経済の活性化・雇用創出等、地域が抱える 
   様々な課題解決を支援するため、センサー、ワイヤレス、クラウド等のＩＣＴを活用した街づくりの実 
   現を推進するとともに、地域におけるＩＣＴ利活用を促進するための取り組みを行います。 

（例） 

（例） 

（例） 

センサネットワーク 

ブロードバンド 

ビッグデータ 

ＩＤ 

クラウド 
ワイヤレスネットワーク 

（例） 

地理空間情報 

どこでも行政 
サービスを利用 

暮らしの安心の確保 

魅力ある住みたくなる環境 

このイメージは、現在表示できません。

エネルギー・環境 

地元産業の 
ＩＣＴ化で活性化 

環境に優しく持続可能 

高齢者等にも住みやすい環境 

「ＩＣＴスマートタウン」の実現 
 地域が抱える諸課題の解決 
 国際競争力の強化 
 経済の活性化・雇用の創出 

ICTを利用した街づくりの推進                                                               Ⅰ-２）-① 
 



  ○ ICT利活用の促進 
     医療、介護、教育などの社会的課題の解決に貢献するＩＣＴ利活用の事例を紹介し、また地域の 
     病院、診療所や介護施設が保有する患者の診療情報等を電子的に共有・活用を可能とするた 
     めの実証事業の成果を普及推進する取り組みを行います。 
      

ICTを活用した街づくりの支援                                                               Ⅰ-２）-② 
 

中核病院 

薬 局 

介護施設 

在宅診療・介護 

診療
所 

調剤情報 

処方情報 
診療情報 

EHR 

診療情報 

救急医療機関 

医療機関 

EHR 

空床情報 
診療情報 
処方情報 

・空床情報の参照による搬送   
 先決定 
・診療情報の参照による処置 

自治体 

薬 局 

調剤情報 

健診情報 

患者 共通診察券に 
よる予約・登録 

「天かける」医療・介護連携事業 
広島県尾道市等 

共通診察券事業 
島根県出雲市等 



   ＩＣＴを活用するビジネスプランを競う発表会を開催し、起業を目指すベンチャーに対し、販路 
   開拓、資金調達などに役立つ出会いの場を提供していきます。 
   また、超高速の通信利用環境（JGNーX）の提供や研究開発助成（SCOPE）を通じて、ICT分野の研 
   究開発を促進していきます。 
    

イノベーションの促進   

 

ＪＧＮ－Ｘ 
 

新世代ネットワーク 
テストベッド 

ＳＣＯＰＥ 
 

戦略的情報通信 
研究開発推進事業 

新たなネットワーク技術や利活用の技術を
紹介するとともに、大規模実験用ネットワー
クである「JGN－X」の活用による研究の促進。 

 

ベンチャー企業サポート 
  若手の育成 
  ビジネスプラン発表会 
 

  

イノベーショ
ンの促進 

ICTにおけるイノベーションの創出等を目的として、
独創性や新規性に富む課題の研究開発支援。 

 

Ⅱ-１） 
 

○ イノベーションの促進 



 ＜措置内容＞ 
   法人税： 取得価額の15%の特別償却 

 ＜対象者＞ 
 電気通信基盤充実臨時措置法の実施計画の認定
を受けた電気通信事業者 

 ＜対象設備＞ 
 認定計画に従って取得した電気通信設備 
  ①サーバー、②ルーター、③スイッチ、 
  ④無停電電源装置（UPS）、⑤非常用発電機 

 ＜適用要件＞ 
○ 東京圏以外におけるDC内に対象設備を設置 
○ 上記設備を用いて、東京圏におけるDCの遠隔地 
 バックアップを行う 
○ 東京圏と東京圏以外の双方に拠点を持つ事業者 
 については、対象設備の取得価額が5億円以上で、 
 かつ、拠点毎の投資総額に占める割合が20％以上 

 ＜適用期間＞ 
 平成25年4月1日～平成27年3月31日 

サーバー ルーター スイッチ 

データセンター 

： 対象設備 

非常用発電機 無停電電源装置
（ＵＰＳ） 

○ データセンター地域分散化促進税制の創設 
 東京圏に集中するデータセンター（DC）の地域分散により、耐災害性･信頼性を向上させつつ、地
方における設備投資の機会を増やすことを目的として、地方へDCを設備投資した事業者に対し、
法人税の特例措置を適用していきます。 

データセンターの地方分散                                                               Ⅱ-２） 
 



 ＜補助対象＞ 市町村 （財政力指数の低い市町村を優先的に認定） 
 ＜補助率＞  150MHz帯及び400MHz帯を使用する防災行政無線及び消防救急無線を一体で 
           260MHz帯へ移行する無線設備（デジタル無線方式）の整備費の 1/2 
 ＜期間＞   平成25年度～平成28年度  

防災行政無線（同報系） 

公共ＢＢ（携帯用端末） 

送受
信 

（車載）移動局 

防
災
行
政
無
線
（
移
動
系
） 

（市町村・消防本部）       

（携帯・可搬） 
  移動局 消防・救急無線 

平成25年度整備支援対象 

○ 防災行政無線、消防救急無線のデジタル化支援 
   防災行政無線及び消防救急無線について、周波数の一層の有効利用を促進するため、デジタル 
   化費用の一部を補助していきます。 

防災行政無線、消防救急無線の整備促進                                                               Ⅲ-１） 
 



 

○ 防災情報通信基盤整備事業 
  東日本大震災発災時、行政から住民への災害情報の提供が不十分であった教訓を踏まえ、住民 
     に対し迅速・的確な災害情報が確実に提供されるようにするため、各種の災害関連情報を集約・ 
     共有し、多様なメディアを通じて一括して提供するシステムを地方公共団体が整備する場合に、そ 
     の費用の一部を補助していきます。 

① 地方公共団体への補助 
 ＜補助対象＞ システム機器、システム開発費 
 ＜補助率＞   1/2 

防災情報通信基盤 

災
害
情
報
配
信
機
能 

 

   ◆災害情報集約 
   ◆被災者支援システム 
   ◆ハザードマップの提供  等 

災害情報集約機能 住
民
・来
訪
者 

携帯電話 

県域放送 
ＣＡＴＶ 

ラジオ 
ｺﾐｭﾆﾃｨＦＭ 

パソコン 

 
避難指示・勧告 
近隣自治体情報 

河川情報 
放射線情報 
道路交通情報 
協定企業情報 

・ 
・ 
・ 

② 民間企業等への実証委託等 

防災情報通信基盤の整備促進                                                               Ⅲ-２） 
 



   

○ 地域公共ネットワーク強じん化事業 
   東日本大震災では、アンテナ・携帯鉄塔の倒壊や停電、津波によるケーブル流出や機器水没、土 
   砂崩れによるケーブル断線などにより地域の公共ネットワーク等が切断され、被害状況の把握や 
   被災者保護・支援に支障を来したことに鑑み、地方公共団体等の所有する地域の公共ネットワーク 
   や、公共性の高い民間通信事業者の所有するネットワークについて、災害時の通信遮断を回避す 
   るため、無線による多重化や有線迂回路等の整備を行っていきます。 
 

＜補助対象＞ 伝送路設備、無線設備、電源設備、送受信装置、センター施設、鉄塔、用地取得費、等 
＜補助率＞    地方公共団体： 1/2、 第三セクター： 1/3、 民間事業者： 1/3 

大きなエリアを 
カバーできる大
ゾーン基地局の

設置 

○ 河川横断回線の多重化（橋が流されても大丈夫な無線通信の確保） 
○ ハザードマップ等を踏まえた回線の経路変更 

【具体例】 

通信・放送ネットワークの強じん化促進                                                               Ⅲ-３） A 
 



地域CATVネットワーク整備事業 

○ 地域ケーブルテレビネットワーク整備事業 
 災害発生時等に地域において重要な情報伝達手段となる地方公共団体、第三セクターの所有
するCATVネットワークについて、有線網切断が想定される箇所等の一部無線化・複線化・
ループ化や、監視制御機能の強化を行う事業に対し、その費用の一部を補助していきます。 

＜補助対象＞ 伝送路設備、送受信装置、 無線アクセス装置、監視制御・測定装置 等 
＜補助率＞  市町村の単独／連携： 1/2、 第三セクター： 1/3 
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  ○ 地方公共団体と通信・放送事業者等との連携強化 
     防災情報発信を行う地方公共団体と住民等へ情報を伝達などする通信・放送事業者 等との災害 
     協定等の推進により連携強化を図り、迅速かつ正確な防災情報が伝達できる体制づくりを促進し 
     ます。 
       また、地方自治体等への移動通信機器の貸与や移動電源車を派遣し、電源供給を行うなどの協 
     力を行っていきます。 
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MCA,簡易無線、衛星携帯電話 
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○ 安心・安全なICT利用のための情報提供 
  インターネットや携帯電話、スマホを安心・安全に利用するためのセキュリティ対策情報を提供 
  していきます。 
   また、身近にある電波の安全性や正しい知識普及のため、説明会を開催します。 

電波の安全性説明会 セキュリティ対策情報の提供 

○電波の性質や人体への影響、国際機関で
の取り組みについて、専門家からわかり
やすく説明 

○平成25年度は、10月に広島市で開催予定 

アドレスを入手して、
本人になりすまして
メール送信 

《なりすまし》 

《ウイルス》 

《個人情報漏えい》 



○ 混信・障害の探査態勢の強化と試買テストの実施 
  各地に設置されたセンサ局により電波発射源の位置を特定し、混信障害の発生した場所の近 
  辺においては、移動探査車や各種機器を用いた迅速な調査を行い、障害源を排除していきます。 
  また、「微弱と称される無線機器」を試買して、基準を逸脱する場合、販売自粛を求めていきます。 

調査 

 速やかに電波混信・障害を 
解消するための措置 

無線局の正常運用の確保、秩序の維持 

センサ局 
（固定） 

不法無線局、ＴＶ受信ブースター、電子機器など 

混信・障害の発生 

移動探査車 
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携帯電話 消防用無線 
テレビ放送 

小型可搬センサ 

各種測定機器
等による調査 
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